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１ サービスの運営基準等の⾒直しについて
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（１）虐待防止対策の強化について

（２）感染症対策の強化について

（３）業務継続に向けた取組の強化について

（４）地域と連携した非常災害対策の強化について（施設・通所・居住系）

（５）ハラスメント対策の強化について

（６）重要事項の備え置きを可能とする取扱いについて

サービス共通
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（義務化）

（義務化）

（努⼒義務）
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厚生労働省ＨＰ等（参考）

○障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン、

業務継続計画（ひな形）

○障害福祉サービス施設・事業所職員のため感染対策マニュアル

【掲載場所】 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

○障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイ ドライン

○自然災害発生時における業務継続計画 （ひな形 ）

【掲載場所】 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html

★厚労省において、業務継続計画（ＢＣＰ）の作成や⾒直しに関する研修動画が公開されました。
以下のサイトよりアクセスし、必要に応じてご活用ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
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【【【【ハラスメントハラスメントハラスメントハラスメント対策対策対策対策のののの強化強化強化強化にににについてついてついてついて】】】】

適切なハラスメント対策への対応を強化する観点から，職場において行われる性的な言
動，又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも
のにより，従業員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な
措置を講じなければならない。

【【【【重要重要重要重要事項事項事項事項のののの備備備備ええええ置置置置きをきをきをきを可能可能可能可能とするとするとするとする取扱取扱取扱取扱いにいにいにいについてついてついてついて】】】】

利用者の利便性の向上等の観点から,運営規程等の重要事項について,事業所での掲
示だけでなく,事業所に閲覧可能な形（ファイル等）で備え置くこと等を可能とするものとす
る。
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障害福祉サービス等ICT化（業務の効率化）

個別支援計画の作成に係る会議，相談支援のサービス担当者
会議，感染症・虐待防止などの各委員会等について，感染防止
や多職種連携の促進の観点から，テレビ電話装置その他の情報
通信機器（テレビ電話装置等）を活用して⾏うことができるこ
ととする。
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○国基準省令第２条８（新設）
指定特定相談支援事業者は，指定計画相談支援の提供の終了に際しては，利用

者⼜はその家族に対して適切な援助を⾏うとともに，福祉サービス等を提供す
る者との密接な連携に努めなければならない。

○国基準省令第４条の２（新設）
従たる事業所を設置する場合における特例

指定特定相談支援事業者は，指定特定相談支援事業所における主たる事業所と
⼀体的に管理運営を⾏う事業所を設置することができる。

※主たる事業所及び従たる事業所のうち，それぞれ１人以上は専ら職務に
従事する相談支援専門員であること。

身体拘束等その他相談支援の変更点（抜粋）
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身体拘束等身体拘束等の禁止（参考）

身体拘束等の適正化のため，次の措置を講じること。

【義務化】（①は既設義務。※①は訪問系サービスについては新設であるが，令和３年度から義務化。
②〜③は令和３年度は経過措置。令和４年度から義務化）

①やむを得ず身体拘束等を⾏う場合の記録
②身体拘束等の適正化委員会の開催及び従業者への周知徹底
③指針の整備
④従業者への研修実施
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２ サービスの⼈員基準の⾒直しについて
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「常勤」について
（１）「常勤」の計算について
職員が，育児・介護休業法による育児や介護の短時間勤務制度等を
利⽤する場合
→週30時間以上の勤務＝「常勤」として扱うことが可能

（２）「常勤換算方法」の計算について
職員が，育児・介護休業法による育児や介護の短時間勤務制度等を
利⽤する場合
→週30時間以上の勤務＝「常勤換算1.0」として扱うことが可能
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「常勤」について
（３）「常勤」の配置について
⼈員基準・報酬算定で「常勤」配置が求められる職員が，産前産後休
業や育児・介護休業等を取得した場合
→同等の資質を有する複数の非常勤職員の常勤換算
＝「⼈員基準を満たす」としてもよい

（４）常勤職員の割合を要件とする加算について
上記（３）の場合，福祉専門職員配置等加算等についても，休業
等を取得した当該職員を常勤職員の割合に含めることが可能
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３ その他伝達事項
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新型コロナウイルス感染症への対応に係る特例的
な評価

新型コロナウイルス感染症に対応するために，かかり増しの経費が必要と
なること等を踏まえ，報酬に対する特例的な評価を⾏う。

令和３年９月末までの間・・・通常の基本報酬の合計単位数×0.1％

※令和３年10月以降は，基本，措置の延⻑はしない
※原則，令和３年９月サービス提供分までの措置とする
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各種加算に関する事項①
○加算の算定条件等に変更があった場合
１．①加算の算定条件を満たした場合：

その届出が毎月15日以前になされた場合には翌月から，新たな報酬単価を適⽤
16日以降になされた場合には翌々月から，新たな報酬単価を適⽤
（食事提供加算については，利⽤者の負担軽減のため，届出日から算定可）
②加算の条件を満たさなくなった場合：
満たさなくなった日から，加算を算定しないこととする
（特定事業所加算については翌月初日から）

２．定員，加算の算定条件等に変化があった場合には，直ちに届け出ることとする。
定員が変更になる場合は運営規程等の変更届だけでなく，報酬に変化がある
場合もあります。必ず確認をしてください。
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○算定要件に誤りがないか資料を作成して毎⽉⾒直しをすること（要件確認）

• 勤務表に記載する，独⾃の書類を作成するなど作成⽅法は問いませんが，毎⽉資料作成
をして形に残してください。事業所として，要件の把握は必要な事項であるので（主に
管理者）都度確認・記録をしてください。また，勤務時間や出勤日数の関係から⽉⼜は
日によって算定できていない可能性もありますので注意してください。

・また，⽉途中であっても，資格保有者・常勤職員の入退職等の職員の変動により加算
（減算含む）の有無が変わることが考えられます。各状況によってその都度確認・記録
をし，算定誤りがないようにしてください。

○算定の根拠資料として，必要な書類を作成し保存すること（支援記録等）

各種加算に関する事項②
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各種加算に関する事項③

【令和３年度特例（予定）】

○福祉・介護職員等処遇改善加算（特定処遇含む）の届け出
・令和３年４月⼜は５月から取得しようとする場合 → 令和３年４⽉１５⽇（⽊）までに提出
（遡及して算定可）

○各種加算等の届け出（今回改正分），年度当初提出書類
・今回の報酬改定による影響により → 令和３年４⽉23⽇（⾦）までに提出
（４月１日に遡及して算定可）
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業務管理体制届
平成24年4月1日から，障害福祉サービス事業者等は，法令遵守等の業務管理
体制の整備が義務付けられています。下記の①〜④区分ごとに，新規指定，記載
内容の変更，廃止の際に提出が必要です。

（提出の例）
新規，廃止，代表者の⽒名⼜は住所変更，法⼈（事業所）名称変更，
法⼈（事業所）住所変更，法⼈連絡先変更，事業所数の増減，法令順守
責任者変更，指定権者が複数（⼜は単数）に変わったとき など
（区 分）
① 障害福祉サービス・障害者施設入所 ② 一般相談・特定相談
③ 障害児通所 ④ 障害児相談
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情報公表制度（ＷＡＭネット）
利⽤者や家族がインターネットで事業所情報を閲覧できる仕組みとするために，平成
30年度より運⽤開始。
情報公表に係る報告に協⼒しない場合等は，法の規定により命令や⾏政処分の
対象になりますので，ご協⼒をお願いいたします。

○各サービスごと新規指定・変更・廃止などの登録・申請・公表
○当該情報公表制度では，毎年度（７⽉末までに）更新の有無に関わらず，シス
テム上において届出等の処理をする必要があります。

※医療・介護・障害・⼦育て・地域資源の施設，相談窓口等の生活支援情報をまと
めて簡単に検索できる「高知くらしつながるネット（愛称Licoネット）」のご協⼒も，お
願いいたします。
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災害時情報共有システム

災害発生時における事業所の被害状況等を国・自治体が迅速に把握・共有
し，被災した事業所への迅速かつ適切な支援（停電施設への電源⾞の⼿配
等）につなげることを目的として，令和３年度より運⽤開始予定。

○令和３年２月19日付ＦＡＸにて「災害時情報共有システム」回答票を各法⼈・
事業所へ依頼（３月３日締め切り）。

○まだ提出ができていない事業所につきましては，障がい福祉課へのご提出をお願い
します（障がい福祉課ＨＰに掲載あり）。
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４ 地域生活支援拠点
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障害者相談センター
北部

総合相談窓口

庁内関係課

北部地域

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

南部地域

⻄部地域

東部地域

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務 指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

利⽤計画作成業務

障害者相談センター
南部

総合相談窓口

障害者相談センター
東部

総合相談窓口

高知市自⽴支援協議会

障がい福祉課
基幹相談支援センター障害者相談センター

⻄部
総合相談窓口

障害者相談支援事業
４地域に障害者相談センター（委託）
○地域の総合相談窓口

指定相談支援事業所
R2.10現在37事業所
○サービス利⽤者の計画作成業務

【開設】基幹相談支援センター
（平成31年度障がい福祉課直営）

○重点① 地域の相談支援体制の強化
（⼈材育成・困難ケース支援）

○重点② 地域ネットワークの構築
○重点③ 自⽴支援協議会・各検討会

の事務局
○権利擁護/虐待防止センター
○地域移⾏・地域定着
○その他

高知市の相談支援体制
基幹相談支援センター設置
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・相談支援従事者やサービス管理責任
者研修は県所管
・障害別/階層別/事例検討等の研修
機会は限られる

・県の研修だけでなく、市レベルでの専門
性向上のための研修等を実施検討する

相談支援体制を中心とした高知市地域生活支援拠点イメージ（面的整備型）

・障害者相談センター/指定相談支援事業所/
基幹相談支援センターの重層的な相談支援体
制が整備

・相談支援体制のさらなる充実
・個別ケース対応の積み重ねと地域課題把握
・相談支援検討会/自⽴支援協議会での協議

・自⽴支援協議会や各検討会でのネットワークづ
くりに取り組んでいる
・基幹相談支援センターの3か年重点項目のひと
つ
・

・基幹相談支援センター地域ネットワーク構築
・地域生活支援拠点の継続協議

今後の方向性

今後の方向性

・日中サービス支援型ＧＨ２か所指定
・放課後等デイや就労継続支援Ｂ型は事業所
が充足しつつある
・医療的ケア/強度⾏動障害へのサービス不足

・ニーズに応じたサービスの基盤整備
・社会福祉施設等施設整備補助⾦の活⽤

今後の方向性

・短期入所の市内事業所数や定員は頭打ち
・短期入所は広域で受け入れ先を探している

・短期入所の充実（併設型の促進・受入の促
進）
・ＧＨ/医療機関における空床利⽤型短期入所
の整備
・社会福祉施設等施設整備補助⾦の活⽤

今後の方向性

波及

基幹相談支援センターを中心と
した相談体制により、専門性が
向上し、地域の体制づくりが整
備されていく！

専門性の拡大に伴い、サービス提供
事業者への波及により、体験の機
会・場が増え、緊急時への対応もで
きる体制が整っていく！

波及

基幹相談支援センター

個別ケース
の蓄積

連携の
強化

連携の
強化

③体験

②緊急時

④専門性

①相談

⑤体制づくり

今後の方向性
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令和３年度からの取扱

②高知市の委託事業「障害福祉サービスの支給決定に係る調査業務」は、市の業務であることから、「兼務」として
取り扱ってきた。
【変更】
本委託事業は「兼務扱いとしない」こととし、相談のみに従事している相談支援専門員は「常勤かつ専従」とする。
よって、機能強化型サービス費や主任相談支援専門員配置加算の算定要件となる「常勤かつ専従」を満たす。
平成27年度から実施してきた本委託事業は、令和４年度に向けて委託単価を⾒直す。

①高知市地域生活支援拠点の趣旨からも、相談支援事業所の資質向上や機能強化、困難ケースへの対応が求
められている。
【取扱】
機能強化を図り、基幹相談支援センター・障害者相談センターとの連携を充実する
自⽴支援協議会等、地域の体制整備の検討等へ参画する
主任相談支援専門員の配置を検討する 等 地域における中核的な相談支援事業所として

高知市地域生活支援拠点として指定
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